
 平成 17 年に犯罪被害者等基本法が施行され、国の犯罪被害者等のための施策は着実に

進展しており、名古屋市としても関係機関等と連携し一定の支援を進めてきましたが、犯

罪被害者等の抱える問題が全て解決したわけではありません。 

犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会の実現に向けてさらに一歩踏み出すには、

関係機関等との役割分担の中で、本市として明確な方針を定め、犯罪被害者等の視点に立

った施策を講ずる必要があると考えています。 

 そこで本市では、犯罪被害者等が必要とする施策を総合的に推進し、誰もが安全で安心

して暮らせる社会の実現を図るため、「犯罪被害者等支援条例（仮称）」の制定を検討して

おり、市及び市民等の責務を明らかにし、施策の基本となる事項を定めていきたいと考え

ています。 

 つきましては、「犯罪被害者等支援に関する基本的な考え方」をまとめましたので、みな

さまのご意見をお聞かせください。 

平成 2９年１０月２３日（月）から平成 2９年１１月２４日（金） 

（郵便の場合は１１月２４日(金)必着、ファックスまたは電子メールの場合は当日送信日時記録有効） 

住所、氏名をご記入の上、郵便、ファックスまたは電子メールにてお寄せください。（様式

は、別紙の様式をご利用ください。任意の様式でも構いません。） 

なお、電話または来庁による口頭のお申し出につきましては、受付できませんので、ご了

承願います。 

※ ご記入いただいた個人情報は、この意見募集の目的の範囲内で利用します。それ以

外での目的では利用いたしません。 

※ みなさまからのご意見等に対しましては、直接個別の回答はいたしませんので、ご

了承ください。 

※ お寄せいただいたご意見につきましては、後日本市の考え方とあわせて公表する予

定です。 

犯罪被害者等支援に関する基本的な考え方

について市民の皆様のご意見を募集します。 

意見募集期間 

意見提出方法 

【意見の提出先・問い合わせ先】 

 名古屋市市民経済局地域振興部地域安全推進課（市役所本庁舎５階） 

 住 所：〒460-8508 

      名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

 電 話：052-972-3124 

 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ：052-972-4823 

 電子ﾒｰﾙ：a3124@shiminkeizai.city.nagoya.lg.jp 



【刑法犯】 

区  分 平成 27 年 平成 28 年 

刑法犯認知件数 ３１，６２８件 ２８，６１８件 

 うち財産犯 ２４，９２０件 ２２，２６８件 

 うち凶悪犯 １４４件 １５４件 

死傷者数 ７６７人 ８０８人 

 うち死者 １２人 １５人 

 うち重傷者 ４３人 ４６人 

 ※１ 名古屋市部（尾張旭市を含む）の件数及び人数です。 

※２ 財産犯とは強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領の罪種の計です。 

※３ 凶悪犯とは殺人、強盗、放火、強姦の罪種の計です。 

※４ 重傷者とは、全治１か月以上の傷害を受けた者です。 

【交通事故】 

区  分 平成 27 年 平成 28 年 

人身事故件数 １４，２５０件 １３，２９６件 

死傷者数 １７，７４５人 １６，３１８人 

 うち死者 ５２人 ３０人 

 うち重傷者 ２９６人 ２３８人 

 ※１ 死者は交通事故発生後２４時間以内に亡くなった者です。 

※２ 重傷者とは、全治１か月以上の傷害を受けた者です。 

相談・情報提供 

地域安全推進課（市役所）及び地域力推進室（区役所）で犯罪被害者等からのご要

望に応じて関係機関等が実施する施策等の案内・情報提供を行っております。 

居住の安定・安全の確保 

  犯罪被害者等の居住の安定と安全の確保を図るため、一時避難施設宿泊制度や市営

住宅の優先入居や目的外使用制度を運用しております。 

市民の理解の増進 

  市民の方を対象とした犯罪被害者等支援入門講座や、職員を対象とした研修を行っ

ております。 

民間団体に対する援助 

  公安委員会が指定する犯罪被害者等早期援助団体である(公社)被害者サポートセ

ンターあいちの支援活動に要する経費の一部を助成しています。 

現在の支援の概要

本市の犯罪情勢
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犯罪被害者等支援に関する基本的な考え方

犯罪等 

犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいいます。 

犯罪被害者等 

犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいいます。 

二次的被害 

犯罪等により直接害を被るもの以外に、犯罪被害者等が被る経済的な損失、精神的

な苦痛、心身の不調、プライバシーの侵害等の被害をいいます。 

定義

〇関係機関等との適切な役割分担を踏まえて、支援施策を実施するとともに、支援に携

わる人材の確保及び養成のために必要な施策を実施します。 

〇犯罪被害者等の支援のための施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連携、協力

します。 

〇犯罪被害者等の支援のための施策を実施するにあたり、個人情報の保護及び二次的被

害の発生防止に最大限配慮します。 

市の責務

〇市が実施する犯罪被害者等のための施策に協力し、犯罪被害者等を尊重し地域社会で

孤立させないよう努めるものとします。 

〇犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう、二次的被害の発生防止

に努めるものとします。 

〇犯罪被害者等の就労及び勤務について十分に配慮するよう努めるものとします。 

市民等の責務

〇犯罪被害者等のための施策は、被害の状況、原因、犯罪被害者等の置かれている状況

その他の事情に応じて適切に講ぜられるものとします。 

〇犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な日常

生活を営むことができるよう、支援等を途切れることなく受けることができるように

します。 

基本理念



相談・情報提供 

  犯罪被害者等の相談に応じ、必要な情報の提供及び助言等を行うための総合支援窓

口を設置します。 

経済的負担の軽減等 

 ・犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るために必要な施策を行います。 

・犯罪等の被害により日常生活を営むことに支障がある犯罪被害者等に対して必要 

な施策を行います。 

精神的被害からの回復に向けた支援 

  犯罪被害者等の精神的被害の軽減を図り、平穏な日常生活を営むために必要な施策

を行います。 

市民の理解の増進 

  二次的被害の発生防止の重要性、犯罪被害者等支援などについて、広報及び啓発を

行います。 

人材の育成 

  支援を担う人材を育成するため必要な施策を行います。 

意見の聴取 

  犯罪被害者等及び関係機関等から意見を聴き、施策に反映されるよう努めます。 

新たな支援の概要


